
１．位置図 ２．地区の概況 ５．避難施設

広域避難場所・避難所 佐倉市立和田小学校 10,091 3,364 993 248

６．支部（地区連絡）

７．要援護者施設 ９．消防・警察

佐倉市立和田幼稚園

和田学童保育所 　　

消防団 第五分団

３．人口指標 ４．建物指標 警　察 和田駐在所

地区内 構　造 建築年

0歳～14歳 226 人 (1%) 21,643 ～昭和55年 370 棟 (2%) 14,467 棟 10．非常用給水施設
15歳～64歳 1,242 人 (1%) 114,059 昭和56～ 594 棟 (1%) 33,376 棟

65歳～ 585 人 (1%) 40,486 ～昭和56年 38 棟 (1%) 2,175 棟

人口合計 2,053 人 (1%) 176,188 昭和57～ 115 棟 (1%) 8,416 棟

世帯数 764 世帯 (1%) 71,464 合　計 1,117 棟 (1%) 58,434 棟

人口密度 142 人/㎢ 1,701 老朽建物割合 37 ％ 28 ％ 11．自主防災組織
年齢別人口（他地区との比較） 木造・非木造割合

８．医療機関

　 12．その他防災施設
　 地区内 市全域

施設名

和田地区 佐倉市地区別防災カルテ　

【位　置】
　市の東部に位置し、北は高崎川、西から南は支流の南部川から南に延び
る谷津田が隣接地区との境界となっている。北東は酒々井町、東は八街市
に隣り合う。

【地形・地勢】
　なだらかな台地には山林と畑地が広がり、樹枝状に入り組んだ谷津田が
帯状に延びている。古くからの農村地帯に集落が分布する。
　宅地開発は行われず豊かな自然環境が保全されている一方、人口減少や
少子高齢化が特に進んでいる。

【交　通】
　鉄道は、JR総武本線が地区の北端で成田線と総武本線に分岐し、総武本
線は東部を南下する。
　道路は、東西方向に走る東関東自動車道と、酒々井町から千葉市に抜け
る南北方向に走る国道51号が走り、地区西端の佐倉インターチェンジで交
差する。
　市中心部へのアクセス性の向上が課題となっている。

【人口・建物】
　地区面積は、7地区中で4番目に大きく、人口密度は市平均より低い。年
齢別の人口分布は市全体よりも65歳以下の割合が低い。地区内の老年人口
（65際以上の人口）の割合は28.5％で、市平均23.0％を上回っており、老
年人口の割合が大きい地区である。
　建物の構造分布は、市全体より非木造の割合が低い。地区内の新耐震基
準以前の建物の割合は37％で、市平均28％を上回っており、建物の老朽化
が進んでいる。

種　類 施設名称
屋外面積
（㎡）

屋外収容
可能人員

屋内面積
（㎡）

屋内収容
可能人員

地区面積：14.42㎢
（市全体の13.9％）

住　所 予定場所

和田出張所 八木850番地1

世帯

人/㎢ ※平成25年2月末時点

和田ふるさと館内

市全域 地区内 市全域

寒風、直弥、上別所、米戸、瓜坪新田
上勝田、下勝田、八木、長熊、天辺、
宮本、高崎、坪山新田

施設名

施設名

消防署・分署

※平成23年12月末時点 ※平成24年1月末時点

種　類

人
非木造

人

人
木　造

人 施設名 住　所

組織数 加入世帯数

消防水利 106箇所 1,033箇所

種　類

防災行政無線（同報系） 11箇所 99箇所

0 0
施設名

防災井戸 1箇所 42箇所

ヘリコプター臨時離発着場 1箇所 17箇所
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13．各種災害被害想定結果 15．各種災害の評価 16．防災上の課題

数 値 危険度

3 棟 563 棟

44 棟 4,231 棟 老朽建物密集度

0 人 35 人

5 人 664 人 避難充足率

344 人 33,006 人

224 人 21,454 人 人的被害

※地震被害の想定地震は「東京湾北部地震（M7.3）」です。 死者・負傷者（重傷者含む）の合計

17．防災対策の方向性

■表・グラフの見方

14．土砂災害危険箇所等

        和田地区 佐倉市地区別防災カルテ　

被害想定項目
被害数値

(当該地区）
被害数値
(市全域）

評価項目

地震災害
　東京湾北部地震が発生した場合、区域の揺れは震度5強から6弱と予測される。
　予測される建物全半壊率は4.3％と、市全体の割合よりも小さい。
　町丁目別では、長熊においてやや高い想定となっている。

揺れ・液状化による
建物全半壊率

4.3% 1
建物被害【全壊】

建物被害【半壊】
26棟/k㎡ 1

死者 昭和55年以前の木造建物の密集度

　地区内の人口の10.9％にあたる224人の避難所生活者が発生すると予測される。
　なお、地区面積の大きさに比して人口が少ないことから、避難所が1箇所となってお
り、遠方の住民にとっては、避難に支障があると考えられる。

既存建築物の
耐震性の確保

■既存建築物の簡易耐震診断の啓発
　新耐震基準以前に建築された建築物の住民・所有者に対して、簡易耐震診断を実施す
るように啓発する。
■既存建築物の耐震診断・改修の補助
　簡易耐震診断の結果から、必要に応じ、耐震改修費助成等による耐震診断・改修を促
進する。

負傷者(重傷者含む）
111% 1

土砂災害

　土砂災害危険箇所等が地区内に計10箇所（うち土砂災害警戒区域が3箇所、特別警戒区
域が3箇所）指定されており、７地区中で6番目に多い計29戸において土砂災害の影響を
受ける危険性がある。
　がけ地周辺の住家は大雨・長雨時の崖崩れに対して警戒が必要である。

避難人口 屋内収容人数合計/避難所生活者数

避難所生活者数
5人 1

土砂災害の影響を受ける
可能性のある建物戸数

29戸 2

避難環境

土砂災害に対する
警戒・避難体制の

整備

■崖崩れに対する警戒・早期避難体制の整備
　降雨時の気象予警報・雨量情報を把握しながら、早期の警戒活動や避難勧告・指示の
判断を行う体制を整備する。
■防災マップ等による住民への周知
　警戒区域周辺の住民が土砂災害の危険性を認識し、早めの自主避難を行うことができ
るように、防災マップ等による知識の普及・啓発を図る。

避難体制の整備

■避難支援体制の整備
　災害時要援護者に対し、関係機関等と連携し、正確な情報を伝達し、優先的に避難誘
導する体制を整える。
■防災・減災意識の高揚
　大規模地震災害によるり災者を抑制するためには、住宅及び地盤の耐震化が重要であ
ることを住民に教育・啓発し、防災・減災意識の高揚を図る。
　また、ライフラインの途絶等に備え、家庭での水・食料や簡易トイレ等の備蓄を促進
する。

土砂災害危険箇所 10箇所 188箇所

種類 地区内 市全域

土砂災害警戒・
特別警戒区域

3箇所
・3箇所

60箇所
・58箇所

※平成25年3月時点
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被害想定調査の主要な結果にもとづいて

各項目ごとに地区の災害特性を順位付けし

たものです。

「１」が災害に対して最も強く、「５」が

最も弱いことを表しています。

グラフの五角形の面積が広いほど、地域

が総合的に「災害に弱い」ことを示してい

ます。

■地区の災害に対する強さ

危険度1 危険度5

災害に対して 災害に対して

強い 弱い



和田地区 災害発生要因図（建物全半壊率分布図） 佐倉市地区別防災カルテ　



和田地区 災害抑止要因図 佐倉市地区別防災カルテ　



液状化危険度 土砂災害

和田地区 被害想定図 佐倉市地区別防災カルテ　

地震動危険度地形分類


